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概要 厚生年金の保険料率の将来見通し

年金財政の将来見通し



詳細データ2 国民年金の財政見通し
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詳細データ1 厚生年金の財政見通し(改正案)



年金相談

概要

国民年金,厚生年金に関する年金相談は,中央年金相談室(東京都杉並区高井戸西3-5-24電話03(3334)3131)および全国約300か所の社会保険
事務所の相談コーナーや36か所の年金相談サービスセンター(来訪相談専門)[別表1]で受けられます。相談内容は,1)年金制度や加入期間に
関する相談,2)年金の見込額に関する相談,3)年金の請求の手続きに関する相談,4)年金の支払いに関する相談などについて受けられるように
なっています。

加入期間が国民年金だけの人は,市区町村役場でも相談が受けられます。

なお,本人が相談を受けようとする場合は,年金手帳,年金証書および支払通知書等本人の確認できる書類を持参して下さい。

代理人が相談される場合には,本人からの依頼状を持参して下さい。

なお,文書による相談も可能です。

[別表1] 年金相談サービスセンター設置一覧
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また,年金制度への加入,保険料,年金の支払いおよび諸手続き等に関する定型的なご質問につきましては,朝6時から夜10時(土・日曜,祝日を
含む)までの間は年金電話番(コンピューターが自動的にお答えするシステム)[別表2]でお答えできるようになっています。

[別表2] 年金電話番の電話番号
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年金電話番の利用に当たっては,社会保険事務所,年金相談サービスセンターおよび市区町村役場に置いてあります「利用のしおり」でお聞
きになりたい内容の質問番号を確認のうえご利用下さい。

詳細資料1 社会保険オンラインシステム

詳細データ1年金事務処理の構成要素

厚生白書（平成７年版）



高齢者保健福祉サービス

概要 老人保健福祉サービスの体系
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老人保健制度

概要

1. 趣旨

国民の老後における健康の保持と適切な医療の確保を図るため,壮年期からの疾病の予防から治療,機能訓練に至る総合的な保健医療
サービスを提供するとともに,必要な費用は国民が公平に負担することをねらいとする。 

2. 内容

(1) 老人医療:老人(70歳以上及び65歳以上の寝たきり等の状態にある者)に対し,医療を給付する。

・老人医療費(平成4年度実績):総額69,372億円,1人当たり661千円〈参考〉国民医療費(平成4年度実績):総額234,784億円,1人当
たり189千円
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詳細資料１ 主要な高齢者保健福祉サービスの概要と目標量



患者一部負担

・保険者の拠出金

各保険者は,実際に加入する老人の割合を問わず,同じ割合の老人が加入しているとみなして拠出金を算定する(ただし,この老人
の割合の調整には,上限および下限が設けられており,平成7年度においては,それぞれ22%,1.4%である)。

[平成6年度 1,000人当たり老人加入数]
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老人医療質の負担の仕組み



詳細データ2 老人と老人以外の診療費の比較

老人保健事業(ヘルス事業)

概要

[保健事業の実施体制]

国民の老後にお1ける健康の保持の確保を図ることを目的として,市町村が実施主体となり,40歳以上の居住者に対して行われる。

具体的内容として,

1) 壮年期からの健康づくりとこれらの成人病の予防,早期発見,早期治療を図る。

2) 脳卒中の後遺症等を有する者ができるだけ寝たきりの状態にならずに家庭で生活できるよう,その自立の促進,リハビリテーション
の充実および住宅での療養生活を支援するための体制を整備する。 
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詳細データ1 老人医療費と国民医療費の推移および動向

(2)保険事業(ヘルス事業),老人保険施設,老人訪問看護事業については別項参照



詳細資料1 保健事業の実施体制
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保健事業の概要



詳細データ2

老人保健施設

概要

詳細データ1 開設実績等
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詳細データ1 保健事業実施状況



詳細データ2 設置主体制・定員規模別状況

詳細データ3 老人保健施設療養費
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